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経営の安定化に向けた支援 ①現状・課題
小規模企業の課題は売上の低下・伸び悩みや人手不足。また中小企業は特定の企業からの受注割合が高い状況
危機管理について、都内のＢＣＰ策定率はまだ低い水準。また事業に関する相談先として業界団体は上位
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≪取引額の最も多い事業者への依存度≫

出典 中小企業庁「平成28年度発注方式等
取引条件改善調査報告書」より東京都作成
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出典 中小企業庁「2017年版中小企業白書」
より東京都作成

≪新事業展開に成功した企業の相談先≫％

≪経営上、最も課題と感じること≫

出典 中小企業庁「2018年版小規模企業白書」
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≪都内中小企業のBCPの策定状況≫

資料 （公財）東京都中小企業振興公社
調査より東京都作成

（売上高規模）



経営の安定化に向けた支援 ②都の施策
小規模企業や経営基盤の脆弱な中小企業の経営安定化に向け、経営相談や下請企業対策を実施

また、中小企業に不足する自然災害への備えやサイバー攻撃への対策を促進するため情報発信や助成を実施

・中小企業の適正な取引環境の実現や下請け企業が幅広い受注を獲得するための取組
・中小企業がＢＣＰの策定やサイバーセキュリティの必要性を認識し、早期に危機への対策を行うための取組

主な論点
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課題解決に向けた支援
○中小企業・小規模企業の経営相談
商工会議所、中小企業振興公社等を通じ、中小企業の様々な課題
に対する経営相談等を実施
→商工会議所、商工会の相談対応件数約１５万件

○業界の活性化に向けた事業の実施を支援
団体等に対するコーディネータの派遣や販路開拓・人材育成等のた
めの共同事業に対する補助等を実施 補助上限 200万円

下請企業の振興を促進
○下請企業の経営の安定化に向けた支援
取引情報の収集や提供による受注確保や下請取引紛争解決セン
ターによる相談対応、下請取引の適正化に向けた普及啓発を実施

○受注型中小企業の競争力を強化
受注型の中小企業が自社の技術やサービスを高度化・高付加価値
化を図るための取組を支援 補助上限 2000万円

経営の安定化に向けた支援

危機管理対策
○事業の継続に向けたＢＣＰ策定を支援
地震や豪雨等の自然災害のリスクが発生した場合においても、速や
かに事業継続が図れるようＢＣＰの策定に向けたセミナーや講座を開
催し普及啓発等を実施

○サイバーセキュリテイの向上支援
サイバー攻撃による中小企業の経営リスクへの対策のため、サイバー
セキュリティの向上に向けた相談対応やセミナーの開催、ポータルサ
イトによる情報発信等を実施

○団体を通じた企業のリスクマネジメント能力の向上
団体等に対し自然災害等に対するリスクマネジメントの重要性を普及
するとともに、組合員等向けの普及啓発を支援

○中小企業の危機管理対策を後押し
ＢＣＰの実践やサイバーセキュリティ等を向上させるための取組に対し
て助成を実施 補助上限 1500万円



多摩・島しょ地域の活性化 ①現状・課題
多摩地域は2020年をピークに人口が減少見込み。都内製造品出荷額の約6割を占め、09年と比較し回復の傾向あり

多くの大学や研究機関が集積しているものの、区部と比べ創業が低調。島しょ地域には未活用の資源が多数存在
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≪多摩地域の人口の推移≫

出典 東京都「東京都市白書」

≪多摩地域の大学・研究機関≫

≪製造品出荷額の推移と割合≫

資料 経済産業省「経済センサス」より東京都作成

≪島しょの地域資源を活用した製品≫

資料 「国勢調査」（総務省）、「日本の将来推計人口（平成29年
推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）、「東京都男女年齢

（5歳階級）別人口の予測」（東京都総務局）等より作成

≪新設事業所・廃止事業所の推移≫

資料 経済産業省「工業統計調査」より東京都作成
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する。
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母島の海底で熟成したラム酒

大島の資源を利用したギフトセット

撮影：株式会社budori



多摩・島しょ地域の活性化 ②都の施策
多摩地域における企業間の交流を促進するとともに、島しょ地域の小規模企業等に対する支援を実施

市町村毎に異なる特徴を活かし、それぞれ自治体の自主的な取組の支援や中小企業の地域資源の活用を促進

・多摩や島しょ地域が地域の特性を活かしつつ、創業や産業の活性化を行っていくために必要な取組

主な論点
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多摩・島しょ地域における産業の活性化

多摩地域の新製品開発を後押し
○多摩におけるオープンイノベーションを促進
中小企業、大手企業、大学のネットワークを形成するとともに、大手
企業等の技術ニーズと中小企業の技術シーズをマッチングし、共同
開発を促進。また、新規プロジェクトに対してプロジェクトマネー
ジャーが事業化までを支援

○多摩におけるものづくり創業を推進
多摩地域でものづくり分野の創業を目指す方向けの育成プログラム
を提供

○産業サポートスクエア・ＴＡＭＡ
中小企業の経営・技術支援や職業能力開発・人材育成支援等を実
施する多摩地域の総合支援拠点

多摩・島しょ地域の小規模企業等の支援
○商工会等を通じた経営相談
多摩・島しょ地域の小規模企業者の経営に関する相談に対応

市町村と連携した地域産業の活性化
○市町村の地域産業活性化計画に対する補助
市町村の策定する計画内で実施する事業について、補助を実施
→補助上限1億円/自治体・年度（30年度は５自治体を支援）

○市町村の実証実験事業に対する補助
市町村が中小企業等と連携して行うＩｏＴやＡＩを活用した実証験を伴う
事業に対する補助制度を創設

○産業交流拠点の整備
多摩地域の持つ産業集積の強みを活かした広域的な産業交流の中
核的機能を持つ拠点を八王子市に整備

地域の魅力を活かした新商品開発を支援
○地域の産業資源を活用した新商品の開発等を支援
都内に300以上ある地域資源等を活用して、新商品やサービスを開発
する事業者に対して、開発経費等を補助 補助上限 1500万円


